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連結子会社による営業の一部譲受に関するお知らせ 
 
 

 平成16年11月12日開催の当社取締役会において、当社連結子会社であるBest Bridal Hawaii, 

Inc.と、MATZKI INC.との間で営業の一部を譲り受けることを決議いたしましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 

 
記 

 
 

１．営業の一部譲受け趣旨  

当社グループは、ゲストハウス・ウエディングのパイオニアとして、常に変化する顧客ニー

ズを捉え、常に最新のサービス・施設の提供を行ってまいりました。国内外に「上質かつ本物

感」のあるゲストハウスを有し、オリジナリティ溢れる挙式を演出する豊富な商品力・サービ

ス力ときめ細かな顧客対応力を有する当社グループは、挙式を通じて顧客に夢と感動を提供し

続けております。海外事業部門につきましても平成 11年 2月に Best Bridal Hawaii, Inc.を設
立し、同年 5 月より海外挙式斡旋事業を開始しており、現在ハワイにおいて直営チャペルを 2
カ所運営し、平成 15年 12月期には 1,478組の挙式実績を有しております。 
一方、MATZKI INC.は、ハワイで29年の歴史を持つハワイ挙式の老舗であり、日本国内の
大手旅行会社からの送客を中心としての海外挙式を主催しており、独占使用権を持つ教会も、

ハワイに3カ所（ワイオリチャペル・セントマークス教会・ハリス教会）有しております。 

今般、当社連結子会社 Best Bridal Hawaii, Inc.は、同社が「マツキウエディング」の名称で
行っている、日本人のハワイ挙式サービスに関連する一切の事業運営権を取得することについ

て決議し、譲渡契約書を締結いたしました。 

これにより、当社は、従来の雑誌媒体による直営店舗中心の海外挙式販売に加えて、旅行会

社の全国津々浦々の店舗網を最大限に活かした集客が可能となり、ハワイ挙式のあらたな集客

基盤を確保することとなります。また、当社が独占的に使用できる教会も、あらたに3カ所増

えることにより、海外挙式サービスの提供組数の大幅な増加を見込んでおります。 

 
 

 



 

２．営業の一部譲受けの日程 

平成16年11月12日 営業譲受契約書締結 

平成16年11月16日 営業譲受日（予定） 

 
３．営業の一部譲受けの内容 

 （1）譲受部門の内容 

   MATZKI INC.が「マツキウエディング」の名称で行っている、日本人のハワイ挙式サービ
スに関連する一切の事業運営権 

 （2）譲受部門の経営成績（平成15年12月期の実績） 

   売上高 5,294千米ﾄﾞﾙ 

 平成15年12月期連結売上高（11,276百万円）に占める割合 4.9％ 

   ※１米ﾄﾞﾙは、平成16年11月10日現在の105円で計算しております。 

 （3）譲受資産の項目および金額（平成16年10月21日現在） 

      資    産 

  項 目    実勢価格 

棚卸資産 他 429千米ﾄﾞﾙ 

 合  計 429千米ﾄﾞﾙ 

   負債については、譲り受けません。 

 （4）譲受価格 

   譲受価格 実勢価格 

 

４．子会社の概要 

 （1）商号    Best Bridal Hawaii, Inc. 
 （2）設立    平成 11年 2月 
 （3）本社所在地 999 Bishop street,26th Floor,Honolulu,Hawaii,96813 

 （4）代表者   CEO 塚田 正之 

 （5）資本金   11千米ﾄﾞﾙ 

 （6）大株主   株式会社ベストブライダル 100％ 

 （7）事業内容  日本人向けハワイ挙式サービス 

 （8）決算期   12月31日 

 （9）従業員数  17名 

（10）総資産   3,827千米ﾄﾞﾙ 

（11）株主資本  1,199千米ﾄﾞﾙ 

（12）売上高   5,492千米ﾄﾞﾙ 

（13）経常利益    309千米ﾄﾞﾙ    

（14）当期純利益   159千米ﾄﾞﾙ    

 

 

 

 



 

5．今後の業績に与える影響 

本件の営業の一部譲受けにより、中期的には事業の拡大が期待され、当社グループの業績向

上につながるものと考えておりますが、当期（平成16年12月期）の連結業績に与える影響は、

軽微であります。 

 

以 上 


